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本研究は，文化的景観が成立した背景について整理し，文化的景観の成果と課題について考察するもの

である．文化的景観の概念・法制度・運用体制に着目し，なぜ現在の制度となったか，その理由を整理し

た． 
また，文化的景観がもたらした成果と現在直面している問題点，今後展開していくための課題について

述べた． 
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１．研究の目的 
 

(1)研究の目的 

 2004年文化財保護法が改正され，新しい文化財の概念

として，「文化的景観」が追加された． 

 文化的景観は，「地域における人々の生活又は生業及

び当該地域の風土により形成された景観地で我が国民の

生活又は盛業の理解のため欠くことのできないもの（文

化財保護法第2条）」と定義され，その法制度，運用体

制については，「文部化学大臣は，都道府県又は市町村

の申出に基づき，当該都道府県又は市町村が定める景観

法（略）に規定する景観計画区域又は（略）景観地区内

にある文化的景観であって，（略）当該都道府県又は市

町村がその保存のため必要な措置を講じているもののう

ち特に重要なものを重要文化的景観として選定すること

ができる（同第134条）」と規定されている． 

本研究の目的は，①なぜ文化的景観が現在の概念を定

義し，現行の法制度となり，運用体制となったか，その

成立過程を明らかにすること，②文化的景観がどのよう

な成果をもたらし，現在どのような問題に直面している

か，今後を展開していくための課題は何かを検討するこ

と，である． 

 

(2)既往研究と本研究の位置づけ 

先行研究には，文化的景観の経済価値に着目した岩本

ほかの研究１）や地域のある文化的景観の特徴に着目し

て考察した本塚ほかの研究２），景観に関する法律の成

立過程について述べた小林３）や中島４）の論考がある．

また，雑誌等では文化庁関係者が文化的景観の制度の仕

組みや事例について解説するもの5）が見られる． 

一方で，本研究は文化的景観の概念・法制度・運用体

制に着目し，第３者の立場で文化的景観の成立過程を体

系立てて整理するものと位置づける． 

 

(3)用語の定義 

 本論で使用する「文化的景観」は、文化財保護法第２

条に規定されている「文化的景観」だけではなく，世界

遺産条約における「文化的景観」の定義も踏まえて議論

する． 

 

２．文化的景観成立までの法整備 

 

本章では，文化的景観が成立するまでに，景観・文化

財・世界遺産についてどのような法整備がなされてきた

かを，概念と法制度・運用体制の側面から整理する． 

 

(1)景観・文化財・世界遺産に係る法律の概念の変遷 

a)開発・保護両面からの法整備（1870年代～1970年代） 

明治維新以降，我が国では，開発・保護両面からの法

整備が行われた．1919 年に制定された都市計画法を中

心に都市化や産業の推進のための法整備が行われる一方

で，古社寺保存法（1897 年）や史蹟名勝天然記念物保

存法（1919 年）等，国レベルで学術的・芸術的価値等

の高い文化財等を中心に保護が行われた． 



 

  

終戦後は，経済成長を続ける中で，工業化・都市化が

進み，農村における過疎化，公害の増大や自然の減少・

歴史的町並みの減少が急速に進展していった．その中で

農村地域では農業振興地域の整備に関する法律（1969

年）等を中心として農業・農地の維持と振興を行い，自

然地域は自然公園法（1957 年）や自然環境保全法（1972

年）などを中心として自然環境の保護を行ってきた． 

b)歴史的街並み保存への関心の高まり（1960年代） 

1960 年代には京都・奈良等の歴史的都市で歴史的街

並み保存活動が盛んになり，1966 年古都における歴史

的風土の保存に関する特別措置法（古都保存法）が制定

された． 

c)世界遺産条約の制定（1972年） 

1972 年に世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関す

る条約（世界遺産条約）が採択され，記念工作物，建造

物群，遺跡が文化遺産として位置づけられた． 

d)伝統的建造物群保存地区の制定と景観条例の増加

（1975年～1990年代） 

1975 年の文化財保護法の改正では，世界遺産条約の

建造物群の概念やヨーロッパにおける町並み保存の制度

を参考に，伝統的建造物群を新しい文化財の概念として

追加し，有形文化財の単体保護から，文化財的価値を有

する集合体をその環境を含めて一体的に保護する広域保

護へと対象範囲を拡大した． 

一方，広範囲な視点からは 1972 年の京都市市街地景

観条例，1978 年の神戸市都市景観条例等の景観条例に

よって規制が行われた．景観条例は 1980 年代以降増加

し，1990年からは急速に増加した． 

e)世界遺産条約における文化的景観の導入（1992年） 

1992 年，ユネスコは文化遺産の登録基準を変更し，

文化的景観の概念を導入した．文化的景観は「自然と人

間との共同作品」と定義され，文化的景観の地域が有す

る自然の度合いや自然に対する人間の行為の影響の程度

により，「意匠された景観」，「有機的に進化する景

観」，「関係する景観」の３つの領域に区分された．こ

の中の有機的に進化する景観に示された，「伝統的な生

活様式と密接に結びつき，現代社会の中で活発な社会的

役割を保ち，進化の過程が今なお進行中である継続中の

景観」によって，伝統的な生活様式によって生まれた景

観が明確に概念に定義づけられた． 

f)国内での棚田・里山への関心の高まり（1980年代～

1990年代） 

国内で景観条例やまちづくり条例などが制定される中

で，農村地域では 1995 年に全国棚田連絡協議会が設立

され，毎年１回棚田サミットが開かれるようになるなど，

棚田・里山等の文化的景観への関心が高まった． 

g)景観法の制定（2004年） 

2003 年美しい国づくり政策大綱が制定された．大綱

では行政の方向を美しい国づくりに向けて大きく舵を切

ると宣言し，大綱による美しい国づくりのための施策展

開に掲げられた「景観に関する基本法制の制定」を実現

すべく，2004 年国土交通省主管，農林水産省，環境省

共管による景観法が設立された． 

h)文化的景観の保護（1990年代～2004年） 

棚田や里山保護への活動が盛り上がる動きを受け，農

林水産省では，生業振興の観点から様々な支援策が講じ

られるようになり，文部科学省，文化庁では農地などの

土地利用に認められる文化的・歴史的価値を正当に評価

し，それらを適切に保存するための施策の必要性が各種

の審議会の提言に盛り込まれるようになった．６） 

国内外の棚田・里山等の文化的景観保護の情勢を受け，

文化庁は文化的景観の保護の調査研究に取り組み，そし

て，2004 年文化財保護法の改正が行われ，人々の生

活・生業・風土によって形成された景観地を保護するた

めの文化的景観の概念が導入された． 

 

(2)景観・文化財に係る法律の法制度・運用体制の変遷 

a)風致地区・美観地区の指定による環境保護（1919年） 

都市における景観保護策として 1919 年に都市計画法

による風致地区が，また同年市街地建築物法による美観

地区が導入され，美観地区内については建築物の構造，

設備又は監視に必要な規定を設けることができることと

なった． 

b)主務大臣による指定と現状凍結による保護制度（1919

年） 

文化財保護では，1919 年史蹟名勝天然記念物保存法

が導入され，主務大臣による史跡等の指定の制度が用い

られた． 

また，現状変更及び保存に影響を及ぼす行為について

は地方長官の許可が必要とする制度とされた． 

c)都市における厳しい規制と都市計画との連携（1966

年） 

1966 年古都保存法が創設された．対象は京都市，奈

良市，鎌倉市その他の古都に限定されるが，都市計画に

歴史的風土保存地区，同特別保存地区を定めることがで

き，地区内の行為については，届出制または許可制とす

る，現状凍結的な厳しい規制が行われた． 

d)地方への権限委譲（1968年） 

1968 年都市計画法が改正され，都市計画の決定権限

が地方公共団体に委譲された． 

e)都市計画法との連携，市町村の申し出に基づき国が選

定する保護体制（1975年） 

1975 年に文化財保護法が改正され，伝統的建造物群

保存地区が導入された．地方自治体が都市計画に伝統的 



 

  

表2-1 景観・文化財・世界遺産に係る法律の変遷（その１） 



 

  

建造物群保存地区を定め，条例にもとづいた保護施策を

講じた上で，国に申し出，国が重要伝統的建造物群保存

地区に選定するという保護体制をとった． 

f)地区計画による市町村主体の細やかな規制（1980年） 

1980年には都市計画法が改正され，地区計画制度が導入

された．地区計画には地区整備計画を定めることとされ，

用途の制限，容積率の最高・最低限度等の行為の制限を，

市町村が中心になり住民の合意に基づいて決定すること

とされた． 

g)地方分権の推進（1999年） 

1999年には関連する475本の法律の改正を内容とする

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する

法律（地方分権一括法）が制定され，文化財保護法にお

いても，文化庁長官の権限に属する事務のうち一定のも

のを都道府県・市へ権限委譲するなどの地方分権の推進 

を行う改正が行われた． 

h)景観法による一貫した規制（2004年） 

2004 年に地方自治体が景観行政団体となり，景観計

画を立て，規制の内容を決定する景観法が制定された．

景観法により，景観計画区域を定めることで都市・農山

漁村・森林等に関わらず届出勧告を基本とした規制をか

けることができ，さらに景観計画区域のうち都市計画区

域・準都市計画区域内に景観地区・準景観地区を定める

ことで，建築物の形態意匠の制限のほか，必要な行為規

制を行うことができるようになった． 

i)景観法との連携，市町村の申し出に基づき国が選定す

る保護体制（2004年） 

2004年の文化財保護法改正で，文化的景観の保護制度

が導入された．自治体が景観法等にもとづいた保護施策

を講じた上で，国に申し出，国が重要文化的景観に選定

するという保護体制をとった． 

 

 

３．文化的景観の成立理由 

 

本章では，文化的景観が成立した理由について焦点を

当てて，概念，法制度，運用体制の面から整理する． 

(1)文化的景観の概念の成立理由 

文化的景観の概念である「地域における人々の生活又

は生業及び当該地域の風土により形成された景観地」が

文化財保護法における文化財の概念として成立した理由

は概ね以下の３点に整理することができる． 

１つ目の理由は，日本国内において景観や文化財に対

する市民の関心が高まり，棚田や里山などの景観の保護

を望む声が強まったことである． 

1960 年代になり京都・奈良等で歴史的町並みの保存

表2-2 景観・文化財・世界遺産に係る法律の変遷（その２） 



 

  

活動が高まる中で古都保存法が制定され，1975 年には

伝統的建造物群保存地区制度が設立され，歴史的町並み

の保存への関心がさらに高まった． 

一方，1972 年の京都市市街地景観条例，1978 年の神

戸市都市景観条例を皮切りに，1980 年代以降景観条例

が増加し，特に都市の全体景観又は広域景観を対象に景

観の保全と創造を同等の目的とする現代的都市景観の形

成を目指す条例が多く整備された． 

そのような中，農村地域では 1995 年に全国棚田連絡

協議会が設立され，毎年１回棚田サミットが開かれるよ

うになるなど棚田や里山など農村部の景観の保存につい

ても感心が高まり，棚田や里山など地域の文化を象徴す

る景観について法的な保護を行う必要がでてきたのであ

る． 

２つ目の理由は，既存の文化財保護法の概念では，保

護することができていない景観地があったことである． 

我が国の法律は，文化を象徴する景観を全く評価して

こなかったのではなく，和歌や俳句に詠まれ，文学作品

にも登場する景勝地等を対象とした「名勝」など，自然

そのものだけにとどまらず文化的要素も持ち合わせたも

のも対象として保護してきた． 

しかし，史跡名勝天然記念物の定義や指定・選定基準

は学術的・芸術的観点等から評価しているものであり，

生活や生業など生活文化によって形成された点に着目し

たものではない．例えばにぎわいや猥雑さなどの要素は

評価対象とならない． 

また，伝統的建造物群は伝統的な「建造物」が「群と

なって形成されている」ところに価値を見出しており，

農山漁村等の景観地は対象とすることができない． 

そこで，景観の文化的価値に着目して保護を行うこと

が検討されることとなったのである． 

表 3-1 記念物・伝統的建造物群の定義（文化財保護法第２

条） 

種類 定義 

記念物 貝づか，古墳，都城跡，城跡，旧宅その他の遺跡

で我が国にとつて歴史上又は学術上価値の高いも

の 

庭園，橋梁，峡谷，海浜，山岳その他の名勝地で

我が国にとつて芸術上又は観賞上価値の高いもの

動物，植物及び地質鉱物で我が国にとつて学術上

価値の高いもの 

伝統的建

造物群 

周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成して

いる伝統的な建造物群で価値の高いもの 

 

３つ目の理由は，ユネスコによる世界遺産条約に文化

的景観の概念が導入されたことである． 

1972 年のユネスコ総会において採択された世界遺産

条約は，広く国際社会に認められた存在となっている．

同条約の文化遺産に 1992 年文化的景観の概念が導入さ

れた．文化的景観は「自然と人間の共同作品」と定義さ

れ，人的介入度合いにより３つの領域に区分して定義づ

けられた． 

表 3-2 文化的景観の定義（世界遺産条約履行のための作業指

針） 

Cultural landscapes are cultural properties and represent the 
"combined works of nature and of man" designated in Article 
1 of the Convention. 
（文化的景観は文化遺産であり，条約第 1 条に定める「自然

と人間の共同作品」である．） 

表3-3 文化的景観の類型（同指針） 

領域 定義 

意匠され

た景観 

人間の意志によって設計され思想的に作り出され

た景観（庭園等） 

進化の過程が過去のある時期に突然あるいは時代

を超えて終始している残存景観（化石景観） 

有機的に

進化する

景観 伝統的な生活様式と密接に結びつき，現代社会の

中で活発な社会的役割を持ち，進化の過程が今な

お進行中である継続中の景観（棚田等） 

関連する

景観 

自然的要素の強力な宗教的，芸術的または文化的

な関連性によって定義される景観（聖なる山等）

 

同類型には，「有機的に進化する景観」に「伝統的な

生活様式と密接に結びつき，現代社会の中で活発な社会

的役割を持ち，進化の過程が今なお進行中である継続中

の景観」が定義され，伝統的な生活様式と密接に結びつ

いた景観が保護対象として明確に位置づけられた． 

これをきっかけとして，我が国においても伝統や文化

性に着目した景観の保護について検討する動きが出てき

た． 

文化庁は，人々の生活・生業により生まれた棚田を名

勝として指定したことはなかったため，世界遺産に文化

的景観の概念が導入されフィリピンのコルディレラの棚

田が登録されたことを受け，日本においても既存の枠組

みの下で棚田を保護することができないかを模索するこ

ととなった． 

文化庁の本中氏は，「文化財保護法における“文化的

景観”導入の意味と今後の展望」の中で「既存の制度の

下に指定した棚田をケース・スタディとして，文化財の

観点から文化的景観の保護に対してどのような取組がで

きるのか，その場合の問題点は何なのか，一度試してみ

ようということになりました．」と述べており，文化庁

は既存の棚田で名勝に指定できるものを選び，1999 年

に江戸時代以降月見の名所として知られた長野県・姨捨

について 2001 年に石川県・輪島で白米の千枚田を実際

に名勝指定した． 

しかし，「その他多くの棚田では文化的価値又は歴史

的価値を具体的に証明できない場合が多く，広く文化的

景観を保存活用していくためには，やはり新たな制度を

つくる必要があるとの結論が導きだされ（本中氏）」，



 

  

文化財の分野から景観の価値評価を行うことが必要とな

ったのである． 

 

(2)文化的景観の法制度の成立理由 

 文化的景観の保護は，景観法等を根拠とした土地利用

規制を行うことを基本としている．この理由は概ね以下

の３点に整理できる． 

１つ目の理由は，文化財保護法で面的な土地利用規制

を行うことができなかったことである． 

これまでの史跡名勝天然記念物の保護においても土地

利用規制は行っていた．しかし，対象となった土地の多

くは人々が生活を営んでいる土地ではなく，また規制に

よって損害を被るものに対しては買い上げによる国有化

によって補償を行っていた．また，伝統的建造物群の保

存においては，市町村が都市計画に伝統的建造物群保存

地区を定め，市町村の条例に基づいて主に「建造物の外

観について」現状変更等の規制を行っていた． 

一方で，文化的景観は人々の生活や生業に関わる景観

という，土地利用のあり方と密接に関わっている景観を

対象とするため，適切な土地利用が行われている必要が

ある．しかし，文化庁は「モノ」としての文化財を保護

するという立場であり，文化財保護法で人々が生活する

土地について面的な土地利用規制を行うことを目的とす

ることができなかった． 

このため，景観法等によって面的な土地利用規制を行

う法制度を検討する必要が出てきたのである． 

２つ目の理由は，都市，農山漁村，森林等幅広い対象

に規制を行うことができる景観法が成立したことである． 

文化的景観は，人々の生活又は生業や風土により形成

された景観地を対象としており，都市地域，農山漁村地

域，森林地域等，幅広い対象を保護する必要があった． 

一方で，良好な景観の形成が必要である地区であれば，

都市計画区域，農業振興地域，自然環境保全地域などを

横断して定めることができる景観法が成立し，景観地区

や準景観地区を定め条例を制定することで建築物の形態

意匠の制限等を行うことができることとなった． 

このため，都市，農山漁村，森林等を幅広い対象に規

制を行うことができる景観法をもとに規制を行う法制度

を検討することとなったのである． 

３つ目の理由は，伝統的建造物群保存地区での実績が

あったことである． 

伝統的建造物群保存地区では，都市計画に伝統的建造

物群保存地区を定め，条例で保存のために必要な措置を

定めるという保護を行うこととなった． 

これは，文化庁がそれまで地区を面的に規制する手法

をもっていなかったこと，伝統的建造物群保存制度が議

員立法であり省庁間の連携がとりやすかったこと，都市

計画でも歴史的街並みについて保護しようという要請が

あったこと，土地の区画形質の変更にあたるため規制は

都市計画が一貫性を持つべきだという議論があったこと

等の理由により，都市計画に地区を定め保護を行うこと

が望ましいという判断が下されたためである． 

この実績を参考に，文化的景観でも土地利用規制を行

う景観法との連携が検討されることとなったのである． 

 

(3)文化的景観の運用体制の成立理由 

文化的景観は，市町村が国に申し出，国は市町村の申

し出に基づき重要文化的景観に選定するという運用体制

をとっている．この理由は概ね以下の３点に整理できる． 

１つ目の理由は，文化的景観が地域の実情にあわせて

保護・運用する必要があったからである． 

文化的景観は，地域における人々の生活または生業に

よって成立しているため，種類は多岐に及び，特性によ

って管理方法が異なる．このため国が一律の基準で指定

するのではなく，地域の人々に身近な行政団体である都

道府県または市町村による組織的，継続的な取組が必要

不可欠であったのである． 

２つ目の理由は，景観に関して市町村主体の行政が展

開されていたからである． 

表3-4に示すように，1960年代以降，景観・文化財に

関する法律では，地方への権限委譲，住民参加，地方自

治体が自ら街づくりに関与できるような法改正・新法設

立がおこなわれた． 

このため，文化的景観の保護に関しても，市町村の自

主性を重視した保護の仕組みが検討されることとなった

のである． 

表3-4 地方分権・住民参加等を定めた法改正・新法 

年次 法改正・新法 内容 

1968年 新都市計画法 地方への権限委譲，住民参加 

1975年 文化財保護法改

正 

伝統的建造物群保存制度（市町

村の申し出により国が重要伝建

地区に選定） 

1980年 都市計画法改正 地区計画（市町村主体で地区に

応じたきめ細かい規制を決定） 

1992年 都市計画法改正 市町村マスタープラン導入 

1998年 森林法改正 市民参加，市町村役割強化 

1999年 地方分権一括法 国と地方の役割分担，地方分権

の推進 

1999年 文化財保護法改

正 

地方分権の推進 

 

３つ目の理由は，伝統的建造物群保存地区での実績が

あったからである． 

伝統的建造物群保存地区では，市町村が国に申し出，

国は市町村の申し出に基づき，その価値が高いものを重

要伝統的建造物群保存地区として選定するという市町村

主体の保護体制をとっている． 



 

  

伝統的建造物群保存地区制度の制定時に街並み保存は

住民や市町村の意思を反映しながら保護を行うことが望

ましいという判断が下されていたのである． 

文化庁文化財部記念物課監修「日本の文化的景観」7）

では，文化的景観の保護制度の検討の際には，「伝統的

建造物群保存地区の制度のように，（略）二段階から成

る保護の制度が考えられる．」と，伝統的建造物群保存

地区での制度を肯定し，参照する可能性を示している． 

この伝統的建造物群保存地区制度での実績を参考に，

文化的景観でも地域が主体となった保護運用体制が検討

されることとなったのである． 

 

(4)まとめ 

以上に述べたように，文化的景観は，概念，法制度，

運用体制のそれぞれの理由により新しい生活環境の保護

施策として成立した． 

 

図3-1 文化的景観の成立理由（まとめ） 

 

 

４．文化的景観の成果と課題 

 

 本章では，文化的景観がもたらした成果と，現在抱え

ている問題点は何か，また文化的景観の今後の課題は何

かを整理する． 

(1)文化的景観の成果 

文化的景観の成果は以下のように整理できる． 

１つ目に，これまでの有形文化財・史跡名勝天然記念

物・伝統的建造物群の制度で保護することができなかっ

た，国レベルで学術的価値等がない，都市・農山漁村・

森林等に存在する生活・生業に関する景観を保護する概

念が確立し，また，世界遺産の文化的景観の基準と比較

しても同レベルの概念が定義されたことである． 

２つ目に，景観法に基づいた保護を行うことで，国の

一律の基準で保護するのでなく，市町村が自分たちで何

を保護対象とし，地域にふさわしい規制内容を考え決め

ることができる法制度が築かれたことである． 

３つ目に，国が指定して保護するのではなく，市町村

自らが文化的景観の保存計画を策定した上で国に申し出，

国が選定する策定・運用制度をとっていることで，市町

村は自分たちの自主性が重んじられ，国は全国にたくさ

んある文化財の中から，保護に最適な文化財を選出する

ことができる仕組みが築かれたことである． 

４つ目に，文化的景観が成立し，景観の概念が拡充さ

れたことで，市民にとって景観がさらに身近になり，地

方や市民自らがその保護について考えるようになってき

たことである。 

そして５つ目に，形成された景観そのものだけでなく，

景観を形成する人間の行為についてまで踏み込んで保護

する法が築かれたことである。 

このように，文化的景観の保護制度は，文化的景観そ

のものを保護することのみならず，地域固有の生活環境

と伝統や生業の保護や存続について，地域が真剣に考え

るきっかけとなるためのツールを提供する総合的な保全

策であるといえる． 

 

(2)文化的景観の問題点 

 一方で，文化的景観は問題も抱えている．ここでは３

点指摘する． 

１つ目に，文化的景観が保護されるまでに様々な調整

が必要なことである． 

重要文化的景観に選定されるまでには，①市町村が景

観行政団体となり，②景観計画を策定して景観法の下に

適切な保存策を講じた上で，③文化的景観保全計画を策

定し，④国に申し出る，⑤国が重要文化的景観に選定す

る．というプロセスを経る． 

このため，様々な上位計画や関連計画がある中で，新

たに景観計画や文化的景観保存計画をどのように位置づ

けるかを検討する必要があり，また，文化財を扱う教育

委員会と景観や都市計画を扱う都市計画課・まちづくり

課での調整，市町村と都道府県との調整などが必要とな

る．実際に文化的景観が保護され，重要文化的景観が選

定されるまでに時間がかかり，また煩雑な調整になる可

能性がある． 

２つ目に，市町村がやる気にならないと保護されない

ことである． 

文化的景観は，市町村が保護策を講じた上で国に申し

出，国が選定するという市町村主体の運用体制であるた

め，市町村がやる気にならないと保護されることなく消

失する可能性がある． 

３つ目に，生活・生業そのものの維持が難しいものが

あることである． 

史跡名勝天然記念物や伝統的建造物群保存地区では外

観に表れる部分を凍結保存することで景観を保護してい

たが，文化的景観を保護するためには，外観としての景



 

  

観だけでなく，地域において営まれている生活・生業を

維持する必要がある． 

しかし，農林水産業などでは後継者不足等深刻な問題

を抱えている地域も少なくなく，また産業の変化が進む

中で，林業など，産業そのものが衰退しているものもあ

り，生産競争に勝ち残るために，昔からの伝統的な生産

方法を変更し合理化を行う必要がでてくる可能性もある． 

このように，文化的景観は，成立してから間もないこ

ともあり抱えている問題も少なくはない． 

 

(3)文化的景観の課題 

それでは文化的景観の課題は何か，それは実際に文化

的景観の保護を増やし，文化的景観を活用していくこと

である． 

文化的景観は地域の生活や生業により成り立っている

ものであり，文化的景観を保護することは，地域の生活

や生業を存続・維持することに他ならない．したがって，

景観そのものをどう保護していくかということに加え，

市町村が地域における生活や生業をどのように存続・維

持していくかという地域の農林水産業や地場産業の振興

を考えるためのツールとして積極的に利用するようにな

ることが最も重要な課題であると考えられる． 

 

(4)課題解決のための対応策 

 本項では，課題解決のための対応策を２つ提案する． 

１つ目は，文化的景観を活用した地域活性化の研究で

ある． 

自治体や市民の文化的景観保護への取組意欲を高める

ためには，文化的景観保護が地域の活性化に資するとい

うことを示すことが有効だと考えられる． 

重要文化的景観に選定されている９地区（2008 年 8

月現在）をはじめ，景観まちづくりなどで業績を上げて

いる優良事例を参考として，地域活動の活性化や観光振

興など，重要文化的景観を活用した地域経営手法につい

ての研究を進める必要がある． 

また，国がモデル地区を設定し，優良事例を戦略的に

作っていくことも，全国市町村へのアピールとして必要

だと考えられる． 

２つ目は，景観法との一本化である． 

景観法は「良好な景観の形成」が目的であり，「保

護」の概念は規定されていない．しかし，文化性の高い

景観を保護することは，地域の良好な景観の形成を進め

る面でも大きな意味を持ち，また，良好な景観を形成す

る際には地域の文化性にも着目すべきである． 

現在は，景観法は国土交通省・環境省・農林水産省の

共管であるが，文化庁も共管となり，文化的景観と景観

法を一本化することで，景観行政に係る様々なレベルで

の調整等を円滑に進めることができると考えられる． 

 

 

５．本研究の成果と課題 

 

以上述べてきたように，本研究では，景観・文化財・

世界遺産に係る法律の変遷過程を概観し，概念・法制

度・運用体制の各面から文化的景観の成立理由を整理し

た． 

また，文化的景観の成果と問題点を示し，今後文化的

景観を展開していくための課題と対応策について考察し

た． 

 しかしながら本研究では，文化的景観の課題を解決す

るための対応策については，概要を列挙するにとどまっ

ている．今後は実効性のある課題解決策を検討する必要

があると考えており，それらは今後の研究課題としたい． 
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